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小田原市都市部建築指導課所管に係る補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、小田原市都市部建築指導課が所管する補助金の交付について、小

田原市補助金の交付等に関する規則（昭和５６年小田原市規則第２号。以下「規則」

という。）に規定するもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助金の種類等） 

第２条 補助金の種類、補助金交付の目的、補助対象事業及び補助金額は、別表に定め

るとおりとする。 

（事業計画書の提出） 

第３条 事業が複数年度にわたる場合は、補助金交付申請前に当該事業に係る事業費の

総額、事業完了の予定期日等について事業計画書（様式第１号）を市長に提出し、そ

の承認を受けなければならない。 

２ 市長は、事業計画書の提出があった場合は、内容を審査の上、事業としての適否を

決定し、事業計画承認通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

３ 申請者は、各年度における事業の進捗状況について、事業進捗状況報告書（様式第



３号）により、定期的に市長に報告しなければならない。 

（交付申請書の様式等） 

第４条 規則第４条第１項に規定する交付申請書の様式、提出期限及び同条第２項及び

第３項の規定による交付申請書に添付を要する書類は、別表に定めるとおりとする。 

２ 複数年度にわたる事業に係る交付申請の時期は、事業完了年度とする。 

（交付決定の審査基準） 

第５条 規則第５条第１項に規定する書類の審査及び現地調査等の審査基準は、別表に

定めるとおりとする。 

（交付条件） 

第６条 規則第６条の規定による条件は、次のとおりとする。 

(1) 補助事業の内容又は補助事業の経費の配分の変更をしようとする場合は、速や

かに市長の承認を受けなければならない。ただし、木造住宅に係るもののうち経費

の配分の費目相互間のいずれか低い額の５０パーセント以内の変更については、こ

の限りでない。 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、速やかに市長の承認を受け

なければならない。 

(3) 補助事業が予定の期間に完了する見込みのない場合若しくは完了しない場合又

は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告し、その指示を受け

なければならない。 

(4) 市長が補助事業の内容及び補助金の使途について報告を求めるときは、速やか

に資料を提出すること。 

(5) 規則及びこの要綱の定めに従うこと。 

（変更等の承認） 

第７条 前条第１号及び第２号の規定に基づく市長の承認を受けようとする場合は、補

助事業変更・中止・廃止承認申請書（様式第５号）に変更の内容及び理由又は中止若

しくは廃止の理由を記載した書類を添付して市長に提出しなければならない。 

（決定通知書） 

第８条 規則第７条の規定による補助金等交付決定通知書の様式は、補助金交付決定通

知書（様式第６号）によるものとする。 

２ 補助金の交付をしない決定をしたときは、補助金不交付決定通知書（様式第７号）



により通知するものとする。 

（申請の取下げのできる期間） 

第９条 規則第８条第１項の規定により申請の取下げのできる期間は、交付の決定の通

知を受理した日から１０日を経過する日までとする。 

（交付決定取消通知等） 

第１０条 規則第９条第３項又は第１６条第４項の規定による交付決定の全部若しくは

一部の取消し又は決定内容若しくはこれに付した条件の変更は、補助金等交付決定

（一部）取消・変更通知書（様式第８号）によるものとする。 

（補助金の交付） 

第１１条 補助金の交付の時期は、別表に定めるとおりとする。 

（中間報告） 

第１２条 別表の３に規定する小田原市分譲型共同住宅耐震改修事業費補助金、別表の

６に規定する小田原市緊急輸送道路沿道建築物耐震改修事業費補助金、別表の９に規

定する小田原市多数の者が利用する建築物耐震改修事業費補助金及び別表の１１に規

定する小田原市木造住宅耐震改修費補助金の申請者は、当該申請に係る工事において

別表に定める工程に達したときは、規則第１１条に規定する状況報告として中間報告

書（様式第１１号）を提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときには、その内容を確認しなければなら

ない。 

３ 市長は、前項の確認の結果、必要と認めるときは検査を実施することができる。 

（完了報告） 

第１３条 別表の３に規定する小田原市分譲型共同住宅耐震改修事業費補助金、別表の

６に規定する小田原市緊急輸送道路沿道建築物耐震改修事業費補助金及び別表の９に

規定する小田原市多数の者が利用する建築物耐震改修事業費補助金の申請者は、当該

申請に係る工事において別表に定める工程に達したときは、規則第１１条に規定する

状況報告として完了報告書（様式第１２号）を提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときには、その内容を確認しなければなら

ない。 

３ 市長は、前項の確認の結果、必要と認めるときは検査を実施することができる。 

（補助事業の遂行の指示） 



第１４条 規則第１２条の規定により、市長が補助金の交付を受けた者（以下「補助事

業者」という。）に対し補助事業の遂行を指示するときは、指示書（様式第１３号）

によるものとする。 

（実績報告） 

第１５条 規則第１３条第１項の規定による実績報告書の様式、同報告書に添付を要す

る書類及び提出期限は、別表に定めるとおりとする。 

（補助金の額の確定） 

第１６条 規則第１４条に規定する書類の審査及び現地調査等の審査基準は、別表に定

めるとおりとする。 

２ 前項の規定による審査の結果、補助事業の内容と成果が補助金の交付の決定の内容

及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、市長は、交付すべき補助金の額を

確定し、補助金額確定通知書（様式第１９号）により補助事業者に通知するものとす

る。 

（補助事業者への指示） 

第１７条 規則第１５条第１項の規定により、市長が補助事業者に対し、補助事業を、

補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合させるための措置をとるべき

ことを指示するときは、指示書によるものとする。 

（補助金の返還） 

第１８条 規則第１７条の規定により、市長が補助事業者に対し、補助金の返還をさせ

るときは、補助金返還通知書（様式第２０号）によるものとする。 

（暴力団の排除） 

第１９条 補助対象者が、暴力団員（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律第

２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この条においては同じ）又は次の各号に

掲げる団体の場合は、別表に掲げる補助金を交付しない。 

(1) 暴力団（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定す

る暴力団をいう。） 

(2) 法人にあっては、代表者又は役員のうちに暴力団員に該当する者があるもの 

（暴力団に対する交付決定の取消し） 

第２０条 市長は、補助事業者が前条に規定するものに該当するときは、交付決定の全

部又は一部を取り消すことができる。 



（警察本部長への確認） 

第２１条 市長は、必要に応じ申請者又は補助事業者が、第２１条に規定するものに該

当するか否かを神奈川県警察本部長に対して確認を行うことができる。ただし、当該

確認のために個人情報を神奈川県警察本部長に提供するときは、神奈川県警察本部長

に対して当該確認を行うことについて、当該個人情報の本人等の同意を得るものとす

る。 

（届出事項） 

第２２条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに文書をもっ

てその旨を市長に届け出なければならない。 

(1) 住所若しくは所在地又は氏名若しくは名称を変更したとき。 

(2) 代表者を変更したとき。 

（申請者の努力義務） 

第２３条 規則第１３条第１項により、別表の１１に規定する小田原市木造住宅耐震改

修費補助金のうち段階的な改修の実績報告を行った申請者は、当該木造住宅について

住宅全体の構造評点を１．０以上とする補強工事を行うよう努めなければならない。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行し、同日以後に交付決定する補助金から適

用する。 

別表（第２条、第４条、第５条、第11条、第17条、第18条関係） 

１ 小田原市分譲型共同住宅耐震診断事業費補助金 

補助金交付の目

的 
分譲型共同住宅の耐震性の向上を図る。 

補助対象 

市内に存する建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第

69号）第２条第２項に規定する区分所有者の住居の用に供する部

分を有する建築物の管理組合で次の各号のいずれにも該当するも

の 

１ 昭和56年５月31日以前に建築基準法（昭和25年法律201号）に

よる建築確認を得て建築工事に着手した建築物 



２ ３階建て以上で、延べ面積が1,000平方メートル以上の建築物 

３ 住戸数の過半を区分所有者の住居の用に供する建築物 

４ 住居部分の床面積の合計が建物全体の床面積の合計の過半で

ある建築物 

５ 管理組合の集会等において、耐震診断の実施に関する決議が

なされたもの 

補助対象事業 

一級建築士（建築士法（昭和25年法律第202号）第２条第２項に

規定する一級建築士で、同法第23条第１項の規定により登録を受

けた一級建築士事務所に所属するものをいう。別表の２から同表

の９までにおいて同じ。）で、建築物の耐震改修の促進に関する

法律施行規則（平成７年建設省令第28号）第５条第１項第１号に

規定する登録資格者講習を修了したもの又は当該講習を修了した

者と同等以上の技術を有すると市長が認めたものが行う建築物の

耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号）第２条第１

項に規定する耐震診断 

補助金額 

予算の範囲内において、耐震診断に要した費用に２分の１を乗

じて得た額と住戸（市民が区分所有し自ら居住するものに限

る。）の戸数に４万円を乗じた額のいずれか低い額。ただし、１

棟当たり220万円を上限とする。 

なお、算出した金額に千円未満の端数が生じた場合は、切り捨

てるものとする。 

交

付

申

請 

提出書類 補助金交付申請書（様式第４号その１） 

提出期限 事業実施前 

添付書類 

１ 事業計画書 

２ 位置図 

３ 所有者等一覧表（様式第15号） 



４ 建築年度を証明するもの（建築確認通知書等の写し等） 

５ 診断費等の見積書（写し） 

６ 補助金額計算書（様式第18号その１） 

７ 耐震診断の実施に係る住民総会等における決議書等の写し 

８ 委任状 

９ その他市長が必要とする書類 

審査基準 事業目的・内容は補助金の交付の目的に合っているか 

交付の時期 規則第14条に定める補助金の額の確定後１月以内 

実

績

報

告 

提出書類 実績報告書（様式第14号その１） 

提出期限 
事業完了後１月以内又は交付決定を受けた年度の３月１日まで

のいずれか早い日 

添付書類 
１ 耐震診断結果報告書 

２ 診断費等の領収書（写し） 

審査基準 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第２条第１項に規定する

耐震診断が同法第４条第１項の基本方針に基づき行われているか 

「耐震改修促進法のための既存鉄骨造建築物の耐震診断・耐震

改修設計指針・同解説」に記載されている診断 

「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準及び耐震改修

設計指針・同解説」に記載されている第２次診断もくしは第３次

診断 

「既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・改修設

計指針・同解説」に定める第２次診断もくしは第３次診断 

２ 小田原市分譲型共同住宅耐震設計事業費補助金 

補助金交付の目 分譲型共同住宅の耐震性の向上を図る。 



的 

補助対象 

市内に存する建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第

69号）第２条第２項に規定する区分所有者の住居の用に供する部

分を有する建築物の管理組合で次の各号のいずれにも該当するも

の 

１ 昭和56年５月31日以前に建築基準法による建築確認を得て建

築工事に着手した建築物 

２ ３階建て以上で、延べ面積が1,000平方メートル以上の建築物 

３ 住戸数の過半数を区分所有者の住居の用に供する建築物 

４ 住居部分の床面積の合計が建物全体の床面積の合計の過半数

である建築物 

５ 管理組合の集会等において、耐震設計の実施に関する決議が

なされたもの 

６ 当該建築物の耐震診断の結果が、地震の震動及び衝撃に対し

て倒壊し、又は崩壊する危険性がある建築物 

補助対象事業 

一級建築士で、建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則

第５条第１項第１号に規定する登録資格者講習を修了したもの又

は当該講習を修了した者と同等以上の技術を有すると市長が認め

たものが行う耐震設計であって、建築物の耐震診断及び耐震改修

の促進を図るための基本的な方針（平成18年国土交通省告示第184

号）別添第２の指針に既定する基準に適合する方法によって行

い、当該建築物が当該方針別添第１に定める地震に対して安全な

構造となるもの 

補助金額 

予算の範囲内において、耐震設計に要した費用に２分の１を乗

じて得た額又は住戸（市民が区分所有し自ら居住するものに限

る。）の戸数に４万円を乗じて得た額のいずれか低い額。ただ

し、１棟当たり120万円を上限とする。 



なお、算出した金額に千円未満の端数が生じた場合は、切り捨

てるものとする。 

交

付

申

請 

提出書類 補助金交付申請書（様式第４号その３） 

提出期限 事業実施前 

添付書類 

１ 事業計画書 

２ 位置図 

３ 所有者等一覧表（様式第15号） 

４ 建築年度を証明するもの（建築確認通知書等の写し等） 

５ 設計費の見積書（写し） 

６ 補助金額計算書（様式第18号その２） 

７ 耐震設計の実施に係る住民総会等における決議書等の写し 

８ 委任状 

９ その他市長が必要とする書類 

審査基準 事業目的・内容は補助金の交付の目的に合っているか 

交付の時期 規則第14条に定める補助金の額の確定後１月以内 

実

績

報

告 

提出書類 実績報告書（様式第14号その３） 

提出期限 
事業完了後１月以内又は交付決定を受けた年度の３月１日まで

のいずれか早い日 

添付書類 

１ 耐震改修後を想定した耐震診断結果報告書 

２ 建築物の耐震改修の計画の認定通知書（写し） 

３ 領収書又は請求書（写し） 

審査基準 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第２条第２項に規定する

耐震改修に係る設計が同法第４条第１項の基本方針に基づき行わ

れているか 



建築物の耐震改修の促進に関する法律第17条第３項第１号の国

土交通大臣が定める基準 

「耐震改修促進法のための既存鉄骨造建築物の耐震診断・耐震

改修設計指針・同解説」に記載されている診断 

「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準及び耐震改修

設計指針・同解説」に記載されている第２次診断又は第３次診断 

「既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・改修設

計指針・同解説」に定める第２次診断又は第３次診断 

３ 小田原市分譲型共同住宅耐震改修事業費補助金 

補助金交付の目

的 
分譲型共同住宅の耐震性の向上を図る。 

補助対象 

市内に存する建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第

69号）第２条第２項に規定する区分所有者の住居の用に供する部

分を有する建築物の管理組合で次の各号のいずれにも該当するも

の 

１ 昭和56年５月31日以前に建築基準法による建築確認を得て建

築工事に着手した建築物 

２ ３階建て以上で、延べ面積が1,000平方メートル以上の建築物 

３ 住戸数の過半数を区分所有者の住居の用に供する建築物 

４ 住居部分の床面積の合計が建物全体の床面積の合計の過半数

である建築物 

５ 管理組合の集会等において、耐震改修の実施に関する決議が

なされたもの 

６ 当該建築物の耐震診断の結果が、地震の震動及び衝撃に対し

て倒壊し、又は崩壊する危険性がある建築物 

補助対象事業 一級建築士で、建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則



第５条第１項第１号に規定する登録資格者講習を修了したもの又

は当該講習を修了した者と同等以上の技術を有すると市長が認め

たものが監理する耐震改修工事であって、建築物の耐震診断及び

耐震改修の促進を図るための基本的な方針別添第２の指針に既定

する基準に適合する方法によって行い、当該建築物が当該方針別

添第１に定める地震に対して安全な構造となるもの 

補助金額 

予算の範囲内において、住戸（市民が区分所有し自ら居住する

ものに限る。）の戸数に55万円を乗じて得た額。ただし、１棟当

たり1,000万円を上限とする。 

なお、算出した金額に千円未満の端数が生じた場合は、切り捨

てるものとする。 

交

付

申

請 

提出書類 補助金交付申請書（様式第４号その４） 

提出期限 事業実施前 

添付書類 

１ 事業計画書 

２ 建築物の耐震改修の計画の認定通知書（写し） 

３ 位置図 

４ 所有者等一覧表（様式第15号） 

５ 建築年度を証明するもの（建築確認通知書等の写し等） 

６ 改修工事費の見積書（写し） 

７ 補助金額計算書（様式第18号その３） 

８ 耐震改修工事の実施に係る住民総会等における決議書等の写

し 

９ 委任状 

10 その他市長が必要とする書類 

審査基準 事業目的・内容は補助金の交付の目的に合っているか 

交付の時期 規則第14条に定める補助金の額の確定後１月以内 



中

間

報

告 

提出書類 中間報告書（様式第11号） 

提出期限 市長が特に指定する工程に係る工事を終えた時。 

完

了

報

告 

提出書類 完了報告書（様式第12号） 

提出期限 市長が特に指定する工程に係る工事を終えた時。 

添付書類 
１ 工事監理状況報告書（様式第17号） 

２ 各改修部分の写真（施工前、施工中、施工後） 

実

績

報

告 

提出書類 実績報告書（様式第14号その４） 

提出期限 
完了報告の内容確認後１月以内又は交付決定を受けた年度の３

月１日までのいずれか早い日 

添付書類 改修工事費の領収書又は請求書（写し） 

審査基準 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第２条第２項に規定する

耐震改修に係る設計及び工事が同法第４条第１項の基本方針に基

づき行われているか 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第17条第３項第１号の国

土交通大臣が定める基準 

「耐震改修促進法のための既存鉄骨造建築物の耐震診断・耐震

改修設計指針・同解説」に記載されている診断 

「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準及び耐震改修

設計指針・同解説」に記載されている第２次診断又は第３次診断 

「既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・改修設

計指針・同解説」に定める第２次診断又は第３次診断 

４ 小田原市緊急輸送道路沿道建築物耐震診断事業費補助金 



補助金交付の目

的 
緊急輸送道路沿いの建築物の耐震性の向上を図る。 

補助対象 

小田原市地域防災計画及び小田原市耐震改修促進計画で指定す

る地震時に通行を確保すべき道路（以下「緊急輸送道路」とい

う。）沿いの建築物の所有者又は管理者で次の各号のいずれにも

該当するもの 

１ 昭和56年５月31日以前に建築基準法による建築確認を得て建

築工事に着手した建築物 

２ 建築物の耐震改修の促進に関する法律第14条第３号に規定す

る建築物 

３ 小田原市木造住宅耐震診断費補助金の交付対象とならない建

築物 

４ 所有者が市税を滞納していないもの（補助対象者が建築物の

管理者の場合は、当該管理者も市税を滞納していないもの） 

補助対象事業 

一級建築士で、建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則

第５条第１項第１号に規定する登録資格者講習を修了したもの又

は当該講習を修了した者と同等以上の技術を有すると市長が認め

たものが行う建築物の耐震改修の促進に関する法律第２条第１項

に規定する耐震診断 

補助金額 

予算の範囲内において、耐震診断に要した費用に２分の１又は

次に定める基準額に、３分の２を乗じて得た額のいずれか低い

額。ただし、１棟当たり120万円（神奈川県沿道建築物耐震化支援

事業費補助金交付要綱（平成27年４月24日制定）第３の規定によ

り補助対象と定める緊急輸送道路沿道建築物にあっては、240万

円）を上限とする。 

基準額 

・面積1,000㎡以内の部分は、3,670円／㎡ 



・面積1,000㎡を超えて2,000㎡以内の部分は、1,570円／㎡ 

・面積2,000㎡を超える部分は、1,050円／㎡ 

なお、算出した金額に千円未満の端数が生じた場合は、切り捨

てるものとする。 

交

付

申

請 

提出書類 補助金交付申請書（様式第４号その１） 

提出期限 事業実施前 

添付書類 

１ 事業計画書 

２ 位置図 

３ 役員等氏名一覧表（法人の場合）（様式第16号） 

４ 法人登記簿（法人の場合） 

５ 当該年度の固定資産評価証明書（家屋） 

６ 納税証明書（完納証明書） 

７ 建築年度を証明するもの（建築確認通知書の写し等） 

８ 診断費等の見積書（写し） 

９ 補助金額計算書（様式第18号その４） 

10 委任状 

11 その他市長が必要とする書類 

補助対象者が建築物の管理者の場合は、３、４及び６につい

て、所有者及び管理者の書類が必要 

審査基準 事業目的・内容は補助金の交付の目的に合っているか 

交付の時期 規則第14条に定める補助金の額の確定後１月以内 

実

績

報

提出書類 実績報告書（様式第14号その１） 

提出期限 
事業完了後１月以内又は交付決定を受けた年度の３月１日まで

のいずれか早い日 



告 
添付書類 

１ 耐震診断結果報告書 

２ 診断費の領収書（写し） 

審査基準 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第２条第１項に規定する

耐震診断が同法第４条第１項の基本方針に基づき行われているか 

「耐震改修促進法のための既存鉄骨造建築物の耐震診断・耐震

改修設計指針・同解説」に記載されている診断 

「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準及び耐震改修

設計指針・同解説」に記載されている第２次診断もくしは第３次

診断 

「既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・改修設

計指針・同解説」に定める第２次診断もくしは第３次診断 

５ 小田原市緊急輸送道路沿道建築物耐震設計事業費補助金 

補助金交付の目

的 
緊急輸送道路沿いの建築物の耐震性の向上を図る。 

補助対象 

緊急輸送道路沿いの建築物の所有者又は管理者で次の各号のい

ずれにも該当するもの 

１ 昭和56年５月31日以前に建築基準法による建築確認を得て建

築工事に着手した建築物 

２ 建築物の耐震改修の促進に関する法律第14条第３号に規定す

る建築物 

３ 小田原市木造住宅耐震改修費補助金の交付対象とならない建

築物 

４ 所有者が市税を滞納していないもの（補助対象者が建築物の

管理者の場合は、当該管理者も市税を滞納していないもの） 

５ 当該建築物の耐震診断の結果が、地震の震動及び衝撃に対し

て倒壊し、又は崩壊する危険性がある建築物 



補助対象事業 

一級建築士で、建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則

第５条第１項第１号に規定する登録資格者講習を修了したもの又

は当該講習を修了した者と同等以上の技術を有すると市長が認め

たものが行う耐震設計であって、建築物の耐震診断及び耐震改修

の促進を図るための基本的な方針別添第２の指針に既定する基準

に適合する方法によって行い、当該建築物が当該方針別添第１に

定める地震に対して安全な構造となるもの 

補助金額 

予算の範囲内において、耐震設計に要した費用に２分の１を乗

じて得た額。ただし、１棟当たり120万円（神奈川県沿道建築物耐

震化支援事業費補助金交付要綱（平成27年４月24日制定）第３の

規定により補助対象と定める緊急輸送道路沿道建築物にあって

は、240万円）を上限とする。 

なお、算出した金額に千円未満の端数が生じた場合は、切り捨

てるものとする。 

交

付

申

請 

提出書類 補助金交付申請書（様式第４号その３） 

提出期限 事業実施前 

添付書類 

１ 事業計画書 

２ 位置図 

３ 役員等氏名一覧表（法人の場合）（様式第16号） 

４ 法人登記簿（法人の場合） 

５ 当該年度の固定資産評価証明書（家屋） 

６ 納税証明書（完納証明書） 

７ 建築年度を証明するもの（建築確認通知書の写し等） 

８ 設計費の見積書（写し） 

９ 補助金額計算書（様式第18号その５） 

10 委任状 

11 その他市長が必要とする書類 



補助対象者が建築物の管理者の場合は、３、４及び６につい

て、所有者及び管理者の書類が必要 

審査基準 事業目的・内容は補助金の交付の目的に合っているか 

交付の時期 規則第14条に定める補助金の額の確定後１月以内 

実

績

報

告 

提出書類 実績報告書（様式第14号その３） 

提出期限 
事業完了後１月以内又は交付決定を受けた年度の３月１日まで

のいずれか早い日 

添付書類 

１ 耐震改修後を想定した耐震診断結果報告書 

２ 建築物の耐震改修の計画の認定通知書（写し） 

３ 領収書又は請求書（写し） 

審査基準 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第２条第２項に規定する

耐震改修に係る設計が同法第４条第１項の基本方針に基づき行わ

れているか 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第17条第３項第１号の国

土交通大臣が定める基準 

「耐震改修促進法のための既存鉄骨造建築物の耐震診断・耐震

改修設計指針・同解説」に記載されている診断 

「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準及び耐震改修

設計指針・同解説」に記載されている第２次診断又は第３次診断 

「既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・改修設

計指針・同解説」に定める第２次診断又は第３次診断 

６ 小田原市緊急輸送道路沿道建築物耐震改修事業費補助金 

補助金交付の目

的 
緊急輸送道路沿道建築物の耐震性の向上を図る。 



補助対象 

緊急輸送道路沿道の建築物の所有者又は管理者で次の各号のい

ずれにも該当するもの 

１ 昭和56年５月31日以前に建築基準法による建築確認を得て建

築工事に着手した建築物 

２ 建築物の耐震改修の促進に関する法律第14条第３号に規定す

る建築物 

３ 小田原市木造住宅耐震改修費補助金の交付対象とならない建

築物 

４ 所有者が市税を滞納していないもの（補助対象者が建築物の

管理者の場合は、当該管理者も市税を滞納していないもの） 

５ 当該建築物の耐震診断の結果が、地震の震動及び衝撃に対し

て倒壊し、又は崩壊する危険性がある建築物 

補助対象事業 

一級建築士で、建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則

第５条第１項第１号に規定する登録資格者講習を修了したもの又

は当該講習を修了した者と同等以上の技術を有すると市長が認め

たものが監理する耐震改修工事耐震設計であって、建築物の耐震

診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針別添第２の指

針に既定する基準に適合する方法によって行い、当該建築物が当

該方針別添第１に定める地震に対して安全な構造となるもの 

補助金額 

予算の範囲内において、耐震改修工事に要した費用に11.5％を

乗じて得た額。ただし、１棟当たり500万円（神奈川県沿道建築物

耐震化支援事業費補助金交付要綱（平成27年４月24日制定）第３

の規定により補助対象と定める緊急輸送道路沿道建築物にあって

は、1,000万円）を上限とする。 

なお、算出した金額に千円未満の端数が生じた場合は、切り捨

てるものとする。 

交 提出書類 補助金交付申請書（様式第４号その４） 



付

申

請 

提出期限 事業実施前 

添付書類 

１ 事業計画書 

２ 建築物の耐震改修の計画の認定通知書（写し） 

３ 位置図 

４ 役員等氏名一覧表（法人の場合）（様式第16号） 

５ 法人登記簿（法人の場合） 

６ 当該年度の固定資産評価証明書（家屋） 

７ 納税証明書（完納証明書） 

８ 建築年度を証明するもの（建築確認通知書の写し等） 

９ 改修工事費の見積書（写し） 

10 補助金額計算書（様式第18号その６） 

11 委任状 

12 その他市長が必要とする書類 

補助対象者が建築物の管理者の場合は、４、５及び７につい

て、所有者及び管理者の書類が必要 

審査基準 事業目的・内容は補助金の交付の目的に合っているか 

交付の時期 規則第14条に定める補助金の額の確定後１月以内 

中

間

報

告 

提出書類 中間報告書（様式第11号） 

提出期限 市長が特に指定する工程に係る工事を終えた時。 

完

了

報

告 

提出書類 完了報告書（様式第12号） 

提出期限 市長が特に指定する工程に係る工事を終えた時。 

添付書類 
１ 工事監理状況報告書（様式第17号） 

２ 各改修部分の写真（施工前、施工中、施工後） 



実

績

報

告 

提出書類 実績報告書（様式第14号その４） 

提出期限 
完了報告の内容確認後１月以内又は交付決定を受けた年度の３

月１日までのいずれか早い日 

添付書類 改修工事費の領収書又は請求書（写し） 

審査基準 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第２条第２項に規定する

耐震改修に係る設計及び工事が同法第４条第１項の基本方針に基

づき行われているか 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第17条第３項第１号の国

土交通大臣が定める基準 

「耐震改修促進法のための既存鉄骨造建築物の耐震診断・耐震

改修設計指針・同解説」に記載されている診断 

「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準及び耐震改修

設計指針・同解説」に記載されている第２次診断又は第３次診断 

「既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・改修設

計指針・同解説」に定める第２次診断又は第３次診断 

７ 小田原市多数の者が利用する建築物耐震診断費補助金 

補助金交付の目

的 
多数の者が利用する建築物の耐震性の向上を図る。 

補助対象 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第14条第１項第１号及び

第２号に規定する建築物の所有者又は管理者で、次の各号のいず

れにも該当するもの 

１ 昭和56年５月31日以前に建築基準法による建築確認を得て建

築工事に着手した建築物 

２ 小田原市緊急輸送道路沿道建築物耐震診断事業費補助金の交



付を受けていないもの 

３ 所有者が市税を滞納していないもの（補助対象者が建築物の

管理者の場合は、当該管理者も市税を滞納していないもの） 

補助対象事業 

一級建築士で、建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則

第５条第１項第１号に規定する登録資格者講習を修了したもの又

は当該講習を修了した者と同等以上の技術を有すると市長が認め

たものが行う建築物の耐震改修の促進に関する法律第２条第１項

に規定する耐震診断（耐震性有の場合、建築物の耐震改修の促進

に関する法律第22条第２項の認定を要する。ただし、同法附則第

３条第１項に規定する要緊急安全確認大規模建築物に限る。） 

補助金額 

予算の範囲内において、耐震診断に要した費用に２分の１を乗

じて得た額。ただし、１棟当たり120万円（神奈川県要緊急安全確

認大規模建築物等耐震化支援補助金交付要綱（平成26年４月１日

制定）第３の規定により補助対象と定める要緊急安全確認大規模

建築物にあっては、240万円）を上限とする。 

なお、算出した金額に千円未満の端数が生じた場合は、切り捨

てるものとする。 

交

付

申

請 

提出書類 補助金交付申請書（様式第４号その１） 

提出期限 事業実施前 

添付書類 

１ 事業計画書 

２ 位置図 

３ 役員等氏名一覧表（法人の場合）（様式第16号） 

４ 法人登記簿（法人の場合） 

５ 当該年度の固定資産評価証明書（家屋） 

６ 納税証明書（完納証明書） 

７ 建築年度を証明するもの（建築確認通知書の写し等） 



８ 診断費等の見積書（写し） 

９ 補助金額計算書（様式第18号その７） 

10 委任状 

11 その他市長が必要とする書類 

補助対象者が建築物の管理者の場合は、３、４及び６につい

て、所有者及び管理者の書類が必要 

審査基準 事業目的・内容は補助金の交付の目的に合っているか 

交付の時期 規則第14条に定める補助金の額の確定後１月以内 

実

績

報

告 

提出書類 実績報告書（様式第14号その１） 

提出期限 
事業完了後１月以内又は交付決定を受けた年度の３月１日まで

のいずれか早い日 

添付書類 
１ 耐震診断結果報告書 

２ 診断費等の領収書（写し） 

審査基準 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第２条第１項に規定する

耐震診断が同法第４条第１項の基本方針に基づき行われているか 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第22条第２項の国土交通

大臣が定める基準 

「耐震改修促進法のための既存鉄骨造建築物の耐震診断・耐震

改修設計指針・同解説」に記載されている診断 

「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準及び耐震改修

設計指針・同解説」に記載されている第２次診断又は第３次診断 

「既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・改修設

計指針・同解説」に定める第２次診断又は第３次診断 

８ 小田原市多数の者が利用する建築物耐震設計事業費補助金 



補助金交付の目

的 
多数の者が利用する建築物の耐震性の向上を図る。 

補助対象 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第14条第１項第１号及び

第２号に規定する建築物の所有者又は管理者で、次の各号のいず

れにも該当するもの 

１ 昭和56年５月31日以前に建築基準法による建築確認を得て建

築工事に着手した建築物 

２ 小田原市緊急輸送道路沿道建築物耐震設計事業費補助金の交

付を受けていないもの 

３ 所有者が市税を滞納していないもの（補助対象者が建築物の

管理者の場合は、当該管理者も市税を滞納していないもの） 

４ 当該建築物の耐震診断の結果、地震の震動及び衝撃に対して

倒壊し、又は崩壊する危険性があると診断された建築物 

補助対象事業 

一級建築士で、建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則

第５条第１項第１号に規定する登録資格者講習を修了したもの又

は当該講習を修了した者と同等以上の技術を有すると市長が認め

たものが行う耐震設計であって、建築物の耐震診断及び耐震改修

の促進を図るための基本的な方針別添第２の指針に既定する基準

に適合する方法によって行い、当該建築物が当該方針別添第１に

定める地震に対して安全な構造となるもの 

補助金額 

予算の範囲内において、耐震設計に要した費用に２分の１を乗

じて得た額。ただし、１棟当たり120万円（神奈川県要緊急安全確

認大規模建築物等耐震化支援補助金交付要綱（平成26年４月１日

制定）第３の規定により補助対象と定める要緊急安全確認大規模

建築物にあっては、240万円）を上限とする。 

なお、算出した金額に千円未満の端数が生じた場合は、切り捨

てるものとする。 



交

付

申

請 

提出書類 補助金交付申請書（様式第４号その３） 

提出期限 事業実施前 

添付書類 

１ 事業計画書 

２ 位置図 

３ 役員等氏名一覧表（法人の場合）（様式第16号） 

４ 法人登記簿（法人の場合） 

５ 当該年度の固定資産評価証明書（家屋） 

６ 納税証明書（完納証明書） 

７ 建築年度を証明するもの（建築確認通知書の写し等） 

８ 設計費の見積書（写し） 

９ 補助金額計算書（様式第18号その８） 

10 委任状 

11 その他市長が必要とする書類 

補助対象者が建築物の管理者の場合は、３、４及び６につい

て、所有者及び管理者の書類が必要 

審査基準 事業目的・内容は補助金の交付の目的に合っているか 

交付の時期 規則第14条に定める補助金の額の確定後１月以内 

実

績

報

告 

提出書類 実績報告書（様式第14号その３） 

提出期限 
事業完了後１月以内又は交付決定を受けた年度の３月１日まで

のいずれか早い日 

添付書類 

１ 耐震改修後を想定した耐震診断結果報告書 

２ 建築物の耐震改修の計画の認定通知書（写し） 

３ 領収書又は請求書（写し） 

審査基準 
建築物の耐震改修の促進に関する法律第２条第２項に規定する

耐震改修に係る設計が同法第４条第１項の基本方針に基づき行わ



れているか 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第17条第３項第１号の国

土交通大臣が定める基準 

「耐震改修促進法のための既存鉄骨造建築物の耐震診断・耐震

改修設計指針・同解説」に記載されている診断 

「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準及び耐震改修

設計指針・同解説」に記載されている第２次診断又は第３次診断 

「既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・改修設

計指針・同解説」に定める第２次診断又は第３次診断 

９ 小田原市多数の者が利用する建築物耐震改修事業費補助金 

補助金交付の目

的 
多数の者が利用する建築物の耐震性の向上を図る。 

補助対象 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第14条第１項第１号及び

第２号に規定する建築物の所有者又は管理者で、次の各号のいず

れにも該当するもの 

１ 昭和56年５月31日以前に建築基準法による建築確認を得て建

築工事に着手した建築物 

２ 小田原市緊急輸送道路沿道建築物耐震改修事業費補助金の交

付を受けていないもの 

３ 所有者が市税を滞納していないもの（補助対象者が建築物の

管理者の場合は、当該管理者も市税を滞納していないもの） 

４ 当該建築物の耐震診断の結果、地震の震動及び衝撃に対して

倒壊し、又は崩壊する危険性があると診断された建築物 

補助対象事業 
一級建築士で、建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則

第５条第１項第１号に規定する登録資格者講習を修了したもの又



は当該講習を修了した者と同等以上の技術を有すると市長が認め

たものが監理する耐震改修工事であって、建築物の耐震診断及び

耐震改修の促進を図るための基本的な方針別添第２の指針に既定

する基準に適合する方法によって行い、当該建築物が当該方針別

添第１に定める地震に対して安全な構造となるもの 

補助金額 

予算の範囲内において、耐震改修工事に要した費用に11.5％を

乗じて得た額。ただし、１棟当たり500万円（神奈川県要緊急安全

確認大規模建築物等耐震化支援補助金交付要綱（平成26年４月１

日制定）第３の規定により補助対象と定める要緊急安全確認大規

模建築物にあっては、1,000万円）を上限とする。 

なお、算出した金額に千円未満の端数が生じた場合は、切り捨

てるものとする。 

交

付

申

請 

提出書類 補助金交付申請書（様式第４号その４） 

提出期限 事業実施前 

添付書類 

１ 事業計画書 

２ 建築物の耐震改修の計画の認定通知書（写し） 

３ 位置図 

４ 役員等氏名一覧表（法人の場合）（様式第16号） 

５ 法人登記簿（法人の場合） 

６ 当該年度の固定資産評価証明書（家屋） 

７ 納税証明書（完納証明書） 

８ 建築年度を証明するもの（建築確認通知書の写し等） 

９ 改修工事費の見積書（写し） 

10 補助金額計算書（様式第18号その９） 

11 委任状 

12 その他市長が必要とする書類 



なお、算出した金額に千円未満の端数が生じた場合は、切り捨

てるものとする。 

審査基準 事業目的・内容は補助金の交付の目的に合っているか 

交付の時期 規則第14条に定める補助金の額の確定後１月以内 

中

間

報

告 

提出書類 中間報告書（様式第11号） 

提出期限 市長が特に指定する工程に係る工事を終えた時。 

完

了

報

告 

提出書類 完了報告書（様式第12号） 

提出期限 市長が特に指定する工程に係る工事を終えた時。 

添付書類 
１ 工事監理状況報告書（様式第17号） 

２ 各改修部分の写真（施工前、施工中、施工後） 

実

績

報

告 

提出書類 実績報告書（様式第14号その４） 

提出期限 
完了報告の内容確認後１月以内又は交付決定を受けた年度の３

月１日までのいずれか早い日 

添付書類 改修工事費の領収書又は請求書（写し） 

審査基準 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第２条第２項に規定する

耐震改修に係る設計及び工事が同法第４条第１項の基本方針に基

づき行われているか 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第17条第３項第１号の国

土交通大臣が定める基準 

「耐震改修促進法のための既存鉄骨造建築物の耐震診断・耐震

改修設計指針・同解説」に記載されている診断 



「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準及び耐震改修

設計指針・同解説」に記載されている第２次診断又は第３次診断 

「既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・改修設

計指針・同解説」に定める第２次診断又は第３次診断 

10 小田原市木造住宅耐震診断費補助金 

補助金交付の目

的 
木造住宅の耐震性の向上を図る。 

補助対象 

市内に存在する木造住宅を有する個人（共有の場合を含む。）

で、次の各号のいずれにも該当するもの 

１ 当該住宅が昭和56年５月31日以前に建築基準法による建築確

認を得て建築工事に着手した一戸建て住宅、長屋又は共同住宅

（いずれも店舗等の用途を兼ねるものであって、当該店舗等の用

に供する部分の床面積が延べ面積の２分の１未満のものを含

む。）であること。 

２ 当該住宅が昭和56年６月１日以後に増築又は改築の工事に着

手していないものであること。ただし、増築に係る部分の床面積

が既存建築物の延べ面積の２分の１以下の場合を除く。 

３ 当該住宅が地上２階建て以下の木造建築物であること。ただ

し、枠組壁工法又はプレハブ工法によるものを除く。 

４ 所有者が市税を滞納していないこと。 

補助対象事業 

一級建築士（建築士法第２条第２項に規定する一級建築士をい

う。別表の11においても同じ。）、二級建築士（同条第３項に規

定する二級建築士をいう。別表の11においても同じ。）又は木造

建築士（同条第４項に規定する木造建築士をいう。別表の11にお

いても同じ。）で、神奈川県木造住宅耐震実務講習を修了した者

又は前講習を修了した者と同等以上の技術を有すると市長が認め

たものが実施する耐震診断。（木造住宅の耐震診断と補強方法



（財団法人日本建築防災協会編集）に記載されている一般診断法

又は精密診断法による耐震診断） 

補助金額 

１ 一戸建て住宅 

（ア）居住している所有者、３親等以内の親族が居住している

所有者、又は耐震改修工事後に居住する所有者の場合 

耐震診断に要した費用の10分の10の額。ただし、９万円を上

限とし、千円未満の端数があるときは、これを切り捨てるも

のとする。 

（イ）（ア）以外の場合 

耐震診断に要した費用の３分の２の額。ただし、６万円を上

限とし、千円未満の端数があるときは、これを切り捨てるも

のとする。 

２ 長屋又は共同住宅 

耐震診断に要した費用の３分の２の額。ただし、６万円を上

限とし、千円未満の端数があるときは、これを切り捨てるも

のとする。 

交

付

申

請 

提出書類 補助金交付申請書（様式第４号その２） 

提出期限 事業実施前 

添付書類 

１ 当該年度の固定資産評価証明書（家屋） 

２ 納税証明書（完納証明書） 

３ 建築年度を証明するもの（建築確認通知書の写し等） 

４ 所有者等の住民票（補助金額の項１（ア）の場合に限る） 

５ 耐震診断費の見積書（写し） 



６ 補助金額計算書（様式第18号その10） 

７ 耐震技術者の神奈川県木造住宅耐震実務講習等の修了証（写

し） 

８ 委任状 

９ その他市長が必要とする書類 

10 消費税仕入税額控除確認書（様式第４号その８） 

審査基準 事業目的・内容は補助金の交付の目的に合っているか 

交付の時期 規則第14条に定める補助金の額の確定後１月以内 

実

績

報

告 

提出書類 実績報告書（様式第14号その２） 

提出期限 
事業完了後１月以内又は交付決定を受けた年度の３月31日まで

のいずれか早い日 

添付書類 

１ 耐震診断結果報告書 

２ 診断費等の領収書（写し） 

３ 外観写真 

４ 消費税仕入控除税額報告書（様式第４号その９） 

審査基準 

木造住宅の耐震診断と補強方法（財団法人日本建築防災協会編

集）に記載されている一般診断法又は精密診断法による耐震診断

が行われているか 

11 小田原市木造住宅耐震改修費補助金 

補助金交付の目的 木造住宅の耐震性の向上を図る。 

補助対象 
市内に存在する木造住宅を有する個人（共有の場合を含

む。）で、次の各号のいずれにも該当するもの 



１ 当該住宅が昭和56年５月31日以前に建築基準法による建築

確認を得て建築工事に着手した一戸建て住宅（店舗等の用途を

兼ねるものであって、当該店舗等の用に供する部分の床面積が

延べ面積の２分の１未満等のものを含む。）であること。 

２ 当該住宅が昭和56年６月１日以後に増築又は改築の工事に

着手していないものであること。ただし、増築に係る部分の床

面積が既存建築物の延べ面積の２分の１以下の場合を除く。 

３ 当該住宅が地上２階建て以下の木造建築物であること。た

だし、枠組壁工法又はプレハブ工法によるものを除く。 

４ 当該住宅の耐震診断の評点が1.0未満であること。 

５ 次の各号のいずれかに該当するものであること（除却工事

の場合に限る）。なお、（ウ）については、本市の空家等対策

の推進にも資することを、目的とする。 

（ア） 緊急輸送道路に面する住宅であり、倒壊時に道路に

影響を及ぼす可能性があること。 

（イ） 都市計画法（昭和43年法律第100号）に基づく防火地

域内にある住宅であること。 

（ウ） 空家等対策支援システムに登録された空家等（長屋

又は共同住宅を除く）であること。 

６ 所有者が市税を滞納していないこと。 

補助対象事業 

１ 次の各号のいずれにも該当する耐震設計・工事監理、耐震

改修工事 

（ア） 一級建築士、二級建築士又は木造建築士で、神奈川

県木造住宅耐震実務講習を修了したもの又は当該講習を修了

したものと同等以上の技術を有すると市長が認めたものが実

施するもの 

（イ） 木造住宅の耐震診断と補強方法（財団法人日本建築

防災協会編集）に記載されている一般診断法又は精密診断法



による耐震診断によるもの 

（ウ） 次の各号のいずれかに該当するものであること 

ａ 耐震診断の評点が1.0以上となる構造補強等を

伴う改修 

ｂ ２階建て住宅の１階部分の評点が1.0以上となる

構造補強等を伴う改修又は住宅全体の評点が0.7

以上1.0未満となる構造補強等を伴う改修を初回

の改修工事とし、住宅全体の構造評点が1.0以上

となる構造補強等を伴う改修を２回目の改修工事

とするもの（以下「段階的な改修」という） 

ｃ 平成18年国土交通省告示第184号別添第１ただし

書の規定に基づく国土交通大臣の認定を取得した

もの 

２ 次の各号いずれかに該当する除却工事 

（ア）一級建築士、二級建築士又は木造建築士が実施する耐

震診断（一般診断法、精密診断法又は市が認める簡易診断）

の評点が1.0未満であるもの 

（イ）地方公共団体が倒壊の危険性があると判断したもの 

補助金額 

１ 耐震設計費 

耐震改修工事の設計に要した費用の３分の２の額。ただ

し、10万円を上限とし、千円未満の端数があるときは、こ

れを切り捨てるものとする。なお、段階的な改修について

は、初回実施時は６万５千円を上限とし、２回目実施時

は、初回実施時の補助金額と10万円との差額を上限とす

る。 

２ 工事監理費 



耐震改修工事の工事監理に要した費用の３分の２の額。た

だし、５万円を上限とし、千円未満の端数があるときは、

これを切り捨てるものとする。なお、段階的な改修につい

ては、初回実施時は３万５千円を上限とし、２回目実施時

は、初回実施時の補助金額と５万円との差額を上限とす

る。 

設計費補助金額が10万円以下の場合は、差額を加算するこ

とができる。なお、段階的な改修については、６万５千円

との差額を上限する。 

３ 耐震改修費 

ア 耐震改修に要した費用の２分の１の額。ただし、85万

円を上限とし、千円未満の端数があるときは、これを切り

捨てるものとする。なお、段階的な改修については、初回

実施時は65万円を上限とし、２回目実施時は、初回実施時

の補助金額と85万円との差額を上限とする。 

イ 要介護認定に該当する者、身体障害者手帳１級・２級

に該当する者又は、療育手帳（Ａ）に該当する者が居住し

ている世帯の場合には、115万円を上限とする。 

４ 除却工事費 

ア 緊急輸送道路沿道及び防火地域の除却工事費補助金 

除却工事に要した費用の２分の１の額。ただし、45万円

を上限とし、千円未満の端数があるときは、これを切り捨

てるものとする。 

イ 空家等対策支援システムに登録された空家等の除却工

事費補助金 

除却工事に要した費用の２分の１の額。ただし、45万円

を上限とし、千円未満の端数があるときは、これを切り捨



てるものとする。 

交 付

申請 

提出書類 
補助金交付申請書（改修設計：様式第４号その５）（改修工

事：様式第４号その６）（除却工事：様式第４号その７） 

提出期限 事業実施前 

添付書類 

１ 当該年度の固定資産評価証明書（家屋）（当該年度に木造

住宅耐震診断補助金の交付申請をした場合を除く。） 

２ 納税証明書（完納証明書）（当該年度に木造住宅耐震診断

補助金の交付申請をした場合を除く。） 

３ 建築年度を証明するもの（建築確認通知書の写し等） 

４ 設計・工事監理費の見積書（写し）（除却工事の場合を除

く。） 

５ 除却工事費の見積書（写し）（除却工事の場合に限る。） 

６ 補助金額計算書（様式第18号その11）（様式第18号その

12）（様式第18号その13）（様式第18号その14） 

７ 耐震技術者の神奈川県木造住宅耐震講習等の修了証（写

し）（当該年度に木造住宅耐震診断補助金の交付申請をした場

合を除く。） 

８ 委任状 

９ 耐震診断結果報告書（木造住宅耐震診断費補助金の交付を

受けている場合は除く。） 

10 緊急輸送道路の障害がわかる図書（緊急輸送道路沿道の除

却工事の場合に限る。） 

11 用途区域図（防火地域の除却工事の場合に限る。） 

12 その他市長が必要とする書類 

13 消費税仕入税額控除確認書（様式第４号その８） 

14 要介護者又は障害者を証明するもの（介護保険被保険者

証、身体障害者手帳又は療育手帳の写し等）（補助金額（２耐

震改修費、イの場合に限る）） 



審査基準 事業目的・内容は補助金の交付の目的に合っているか 

交付の時期 規則第14条に定める補助金の額の確定後１月以内 

中

間

報

告 

除

去

工

事

の

場

合

を

除

く 

提出書類 中間報告書（様式第11号） 

提出期限 
耐震改修に係る金物及び筋交い等の施工後、一部視認可能な

時点に達したとき。 

実 績

報告 

提出書類 
実績報告書（改修設計：様式第14号その５）（改修工事：様式

第14号その６）（除却工事：様式第14号その７） 

提出期限 
事業完了後１月以内又は交付決定を受けた年度の３月31日ま

でのいずれか早い日 

添付書類 

１ 耐震診断結果報告書（除却工事の場合は除く。） 

２ 耐震改修工事を施工するために必要な工事図面及び仕様書 

３ 工事監理状況報告書（様式第17号）（除却工事の場合は除

く。） 

４ 改修費等の領収書又は請求書（写し）（除却工事の場合は

除く。） 

５ 除却費の領収書又は請求書（写し）（除却工事の場合に限

る。） 

６ 産業廃棄物管理票のＡ票（写し）（除却工事の場合に限

る。） 

７ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年



法律第104号）の届出書（写し）（届出対象住宅の除却工事の場

合に限る。） 

８ 各改修又は除却部分の写真（施工前、施工中、施工後） 

９ 消費税仕入控除税額報告書（様式第４号その９） 

審査基準 

１ 耐震改修工事 

平成18年国土交通省告示第184号に基づく耐震改修がおこなわ

れているか（木造住宅の耐震診断と補強方法（財団法人日本

建築防災協会編集）等に記載されている耐震改修が行われて

いるか等） 

２ 除却工事 

対象建築物の基礎を含め除却し、整地された状態であるこ

と。 

 


